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沖縄における東日本大震災被災者への支援と自主避難者の生活
南 裕 一 郎
．はじめに
本稿では、沖縄県における東日本大震災被災者
への支援状況、および沖縄県内の避難者の生活、
なかでも東京電力福島第一原子力発電所の事故に
よる放射能汚染から逃れるため沖縄に避難してき
た人々の生活の実態について、現地での調査をも
とに明らかにする。
沖縄に避難する被災者が増えている――筆者が
この事実を知ったのは、東日本大震災発生から
か月近く経った頃、『琉球新報』の記事を読んだ
ときであった。またほかの記事では、沖縄が福島
第一原子力発電所から遠く離れていること、県の
中長期的な被災者支援体制が他の都道府県に比べ
て早く進められたことが理由としてあげられてい
た。放射能汚染の不安が拡がるなか、若い母子の
避難者が目立つという記事もあった⑴。それから
ほぼ年が経過し、被災地の復興は着実に進んで
はいるものの、全国の避難者数は26万千人以上
（2014年月復興庁発表）にのぼり、いまだ多く
の人々がかつての居住地に戻れない状態が続いて
いる。なかでも福島第一原発事故の発生により、
居住が制限された原発周辺地域の住民の多くは福
島県内外への避難を余儀なくされている。原発周
辺地域では復興の前提ともいえる除染が遅々とし
て進まず、放射能による健康への影響に対する不
安、そして風評被害も根強く残っており、避難の
長期化が懸念されている。
また、原発事故は避難指示区域以外の人々にも
放射能への恐怖を引き起こした。福島県から県外
へ避難した人々の避難先の上位は東京都（6,583
人）、秋田県（5,708人）、新潟県（4,640人）と関
東・東北・中部地方が占めているが、近畿以西で
避難者が一番多いのは沖縄県（670人）であり、
ついで京都府（625人）、大阪府（613人）と続く⑵。
彼らの多くが沖縄の親族や知人などを頼って避難
したとは考えにくく、上述の記事にもあるよう
に、沖縄が福島第一原発から一番離れた県であ
り、かつ原発を持たない県であることが第一の理
由であると考えるほうが自然である。
この理由は、被災地以外の人々にとっても避難
の正当性を持ちうるものである。事実、沖縄には
東北各県や関東、さらには西日本からも「自主避
難者」が移住してきている。たしかにある意味で
は、沖縄への避難は放射能から逃れるために国内
でなしうる「最善の策」といえるかもしれない。
しかし一方で、沖縄は気候・文化などの面で本土
社会とは大きく異なる部分があり、新しい生活環
境への適応には時間がかかることが予想される。
また彼らは必ずしも沖縄に親族や知人のネット
ワークを有しているわけではなく、沖縄での再就
職や子育て・教育などに不安を抱えてもいる。そ
れに加えて、遠距離避難者に向けられる「地元を
捨てるのか」「放射能に過敏すぎるのではないか」
という批判を、彼らは真正面から受けざるをえな
い。こうしたさまざまな不安や障害を、彼らはい
かにして乗り越えようとしているのか。
他方、彼ら被災者を受け入れる側の沖縄県は、
県内の避難者に対してどのような支援をおこなっ
ているのか。避難者のニーズとのマッチングはで
きているのか。避難生活の長期化が予想されるな
か、中長期的な支援としてどのような見通しを
持っているのか。
本調査では以上のような点を明らかにすべく、
沖縄県、支援団体、避難者の三者に対するヒアリ
ングをおこなった⑶。以下ではその結果を報告す
る。
．沖縄県における避難者の現状と支援
状況
図は沖縄県内の避難者数の推移を示したもの
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である。沖縄県の自主避難を含む全避難者数（折
れ線グラフ）は2012年以降ほぼ1,000人前後で推
移しており、2013年12月時点の避難者数は980人
で、彼らは沖縄県内の30の市町村に散らばって避
難生活を送っている。沖縄県は近畿以西のなかで
は岡山県（1,032人）に次ぐ避難者数となってい
る。このうち、応急仮設住宅の住宅支援を受けら
れている避難者数（棒グラフ）は2013年12月時点
で661人であり、その内訳は岩手県が人、宮城
県が60人、福島県が597人、その他が人と、
割が福島県からの避難者で占められている。震災
から年が経過し、全国はもちろん多くの都道府
県でも避難者数は徐々に減少しつつあるが、沖縄
県では自主避難を含め避難者数の減少はさほど見
られず、横ばいで推移しているといえる。
自主避難者の数を正確に捕捉することはきわめ
て困難である。復興庁が発表している「避難者」
には自主避難者も含まれているが、これは総務省
の「全国避難者情報システム」により、避難者が
避難先の自治体を通じて、自分がそこに避難して
いるという情報を登録したものが集計されてい
る。復興庁では全国避難者情報システムに登録さ
れていない避難者も把握しようとしているが、そ
れは多くの場合、関東・中部・近畿などの、地震
や津波の被害を直接的に受けなかった人々であ
る。彼らは、自分たちが原発災害による放射能汚
染から逃れてきたことを周囲の人に言いたがらな
い。そのような避難者は沖縄県でも多いと予想さ
れ、本当は放射能から避難してきているのだが、
表向きは転勤などで引っ越してきたと周囲に話し
ているのだという。したがって沖縄には、そうし
た人々を含めれば、実際には1,000人を大きく超
える避難者がいると考えられる。
沖縄県では2013年11月に県内避難者へのアン
ケート調査を実施している⑷。それによれば、世
帯状況では母（もしくは父）および子どもでの避
難が34％ともっとも多く、夫婦および子どもでの
避難（28％）を上回っている。また、沖縄県内で
の避難生活が2年以上になる世帯が58％、年以
上年未満が37％と、大半の世帯が少なくとも
年以上の避難生活を送っている。また、「このま
ま沖縄県内での生活を考えている」世帯は28％と
もっとも多くなっており、ここからは、沖縄での
生活に満足している避難者が少なくないことが読
み取れる。しかしそのことは裏返せば、津波被災
地の復興の遅延や収束の見通しがつかない放射能
の影響を前にして、彼らの故郷への帰還に対する
諦念の思いの表出であると解釈することもできる
Zero Carbon Society 研究センター紀要
【T：】Edianserver ／関西学院大学／ Zero Carbon Society2号／
南裕一郎  校
― 20 ―
図 沖縄県における避難者数の推移
（沖縄県防災危機管理課「被災者受け入れ人数の推移」より作成）
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だろう⑸。
沖縄県による被災者・避難者への支援は、他の
都道府県に比べても比較的早期に進められた。震
災から週間後の2011年月25日に、仲井真弘多
沖縄県知事を会長として県内の関係機関等により
構成される「東日本大震災支援協力会議」が設置
され、被災者の県内への受け入れについて県民一
体となって取り組むための体制が整備された。
2014年月現在、「協力会議」に加盟する会員は
沖縄県、沖縄県市長会・町村会、各政党の沖縄支
部、県内企業など183団体にのぼる。この「協力
会議」を基盤として、被災地の避難所等への案内
チラシの掲示、買い物や交通機関等の割引サービ
スが受けられる「ニライカナイカード」の発行、
被災者の帰還支援（沖縄県から県外へ移転する場
合の航空運賃の無償提供）、被災者の受け入れ支
援に関する情報をまとめたパンフレットの作成・
配布、支援金口座の開設、「協力会議」ホームペー
ジからの情報発信、支援団体への助成事業、県内
避難者の交流イベントの開催、避難者に対する雇
用支援、避難者へのアンケートの実施など、多岐
にわたる支援をおこなっている。なかでも「ニラ
イカナイカード」は、県が実施したアンケート調
査によれば県内避難者の92％が買い物・観光・医
療・交通機関などで利用していると回答してお
り、今後も中長期的なサービスの継続が検討され
ている。2013年度からスタートした帰還支援事業
については、福島県から来た13世帯38人の申し込
みがあったという。また被災者支援団体について
も、2011年度には14団体、2012年度には12団体、
2013年度には12団体に対して総額1,390万円の助
成をおこなっている。
本調査でヒアリングを実施した「つなごう命〜
沖縄と被災地をむすぶ会〜」は、2013年度に県か
らの助成を受け、避難者と県民との交流バザー、
相談会、勉強会などの支援活動をおこなっている
団体のひとつである。代表の伊藤路子氏は福島県
白河市で洋菓子店を営んでいたが、震災・原発事
故の直後の月14日に次女とともに神奈川県に避
難し、その後月26日に沖縄に移った。震災以
降、地元には一度も戻ったことがない。伊藤氏に
よれば、沖縄が福島第一原発から一番遠いこと、
そして沖縄には原発がないことが、自身にとって
もそして多くの人々にとっても避難先に沖縄を選
んだ第一の理由であるという。また、自分や子ど
もの体調に異常が出てから沖縄に避難してくる人
が多く、そういう人々は関東など福島以外の地域
からの避難者に多い。沖縄の避難者は、避難して
いるのは自分だけかもしれないという思いから、
多くの人は孤立してしまっている。また沖縄の暑
さにもびっくりしてしまい、子どもを抱えてア
パートから一歩も出ない人もいる。そのような状
況を目の当たりにして、「つなごう命」の会を作
ろうと決意した。現在、「おむすび市」というバ
ザーと相談会をか月に回開催し、そこでは野
菜や弁当、お菓子、雑貨などの販売、医療・法律・
放射能に関する相談会をおこなっている。
自主避難者にはアパートの家賃の支援はあるが
それ以外の部分については国からの支援がなく、
ローンを抱えて自己破産してしまった人もいる。
福島の高濃度汚染地域からの避難者も、避難区域
から解除されると、もう大丈夫だから帰ってきて
くださいという「帰れコール」があり、慰謝料も
打ち切られてしまう。しかし実際にはそうした立
場の人ほど体調が悪く、避難区域解除の通知に対
しても疑心暗鬼になっている。そうした多くの悩
みを抱えた避難者同士が交流・情報交換をし、放
射能や食の安全、沖縄の歴史や伝統について学ぶ
場として「つなごう命」の会を活用してほしいと
いう。
自身も自主避難者である伊藤氏は、避難生活は
本当に大変であり、金銭的にも精神的にも厳しい
が、仲間がいるというのは本当に心強いと語る。
沖縄の人々はとても良くしてくれて、避難してき
たというだけで「大丈夫？」と声をかけてくれ、
温かく迎えてくれる。しかし、放射能の危険性に
ついては認識不足の人が多いと感じる。時には冷
ややかな対応をされることもある。人やモノを拒
否しているのではなく、放射能を拒否しているの
だが、どうしても感情的なもつれがある。それだ
けではない。沖縄に避難した人々に対する世間の
目は厳しく、ネット上などでひどい中傷を受ける
こともある。インターネットで情報発信していた
人のなかには、そういった中傷で精神的に傷つ
き、ひきこもりになってしまった人もいるとい
う。それでもこの活動を続けてこられたのは、共
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同代表だった沖本八重美氏（故人）の支えがあっ
たからだという。広島で胎内被爆し、最年少の被
爆者手帳所持者だった沖本氏は、沖縄に避難して
きた伊藤氏と出会った時に「これは決して人ごと
ではなく自分のことでもある」と、残された少な
い時間を「つなごう命」の活動のために注いでく
れた。伊藤氏はすでに住民票も沖縄県に移してお
り、ここから動くつもりはないといい、沖本氏の
遺志を継いで、今後も避難者支援を続けていきた
いと語っていた。
．自主避難者の沖縄での生活
本調査では、沖縄に避難した自主避難者名に
インタビューをおこなった。
A さん（46歳）は神奈川県から那覇市内に避
難している。もともと沖縄の離島でダイビングの
インストラクターをしていたが、東京出身の夫と
結婚し、震災の年前に神奈川県に引っ越した。
新しい家も購入し、夫も漁師として仕事を始めた
矢先に震災・原発事故が起こり、ふたたび沖縄で
の生活を決心した。当初は母子避難だったが、夫
も自分の子どもの成長を見たいということで、現
在は親子	人で暮らしている。それまでの沖縄で
の生活が長く知人も多かったこともあり、夫は水
産関係の仕事に再就職することができた。
沖縄に移住した最大の理由は、震災後（2011年
月）に生まれた次男の背中に大きな「腫瘍」が
できたことである。東京の病院で検査してもらっ
たがよくわからないといわれ、「過誤腫」と診断
された。しかしその原因は、A さん自身の食品
に対する認識不足にあったと考えている。震災後
に神奈川で食べていた食材を調べてみると福島・
茨城・栃木産のものが多かったが、産地を気にせ
ず食べていたことが、震災直後に生まれた次男に
影響が出たのだという。現在避難している沖縄で
は産地を細かくチェックするようになり、東北産
の食材は食べないようにしている。沖縄で売られ
ている肉は安いものほど中国やメキシコなど外国
産が多く、家計面で逆に助かっているという。子
ども会などの集まりでも、他のお母さんに食材の
産地の大切さについて話すようにしている。その
話を聞いた人が食品の安全性に関する講演会に参
加するようになるなど、自分の行動が沖縄の人々
の意識を変えるきっかけになっていると感じてい
る。
Bさん（39歳）は2012年月に東京都から那覇
市内に避難してきた。夫は現在も東京に残ってい
る。Bさんも東京で仕事をしていたが、まわりの
友人・知人・同僚が次々に体調を崩していくのを
目の当たりにして、放射能への危機感から母子避
難を決意した。沖縄の母子避難者のなかには夫が
半ば強引に避難させているケースがあり、沖縄と
東京の二重生活で経済的にも厳しい状況で、「東
京ではみんな普通の生活をしているのに、なんで
私だけが沖縄で生活しなくちゃいけないの」と
思っている人もいるという。Bさん自身、沖縄に
移住したことにより仕事を失った。沖縄には相当
数の自主避難者がいるがメディアなどで取り上げ
られることがなく、被災者として認識されていな
い「サイレントマジョリティ」であることを理解
してほしいという。
また B さんは、沖縄の人々の原発避難者に対
する無理解、食品の安全性に対する認識不足につ
いてもフラストレーションを感じている。沖縄で
は大勢で一緒に同じものを食べることでコミュニ
ケーションが深まる機会が多いが、そういうとき
に東北産の食材が出てきて自分が食べられないも
のがあると壁ができてしまい、コミュニケーショ
ンがうまくいかなくなることがある。しかし一方
で、「ゆいまーる」という言葉があるように、沖
縄の人々の助け合いの精神に自分自身が助けられ
ることがある。沖縄に来てから琉球舞踊のサーク
ルに入り、地元のおばさんたちと一緒に踊ること
でとても癒されるという。また沖縄は在沖米軍基
地の問題に長年苦しんできた歴史がある。沖縄の
人も基地問題に対して声を上げ続けているが無視
されている。基地問題も原発問題も長期戦であ
り、風化して忘れ去られてしまわないようにお互
いがんばりましょうと励ましてくれる。その時言
われたことは、声を上げるときも楽しくやるこ
と。そうじゃないとみんなついて来られなくなる
からだという。そういう独特の気質、アイデン
ティティに沖縄の人々の底力を感じたと語る。
Bさんは福島原発訴訟原告団・弁護団への支援
もおこなっており、自身も twitter で自主避難者
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の現状、放射能の子どもへの影響などについて情
報発信を続けている。そうした活動のなかで、日
本のマスメディアの偏向報道、脱原発団体・個人
へのネット上での過剰なバッシングに対して憤り
と恐怖を感じるという。またネット上における被
曝者至上主義的な主張、自主避難者を軽視するよ
うな風潮にも違和感を持っている。ある時、自主
避難者の立場から子どもの初期被曝について
twitter でつぶやいたところ、「そういうあなたこ
そ有害だ」と返ってきたという。マスメディア、
ネットメディアも含めた日本社会の+ショック・
ドクトリン,の連続に失望していて、将来的には
自分の子どもは海外で教育を受けさせたいと考え
ている。
．結語
本調査で明らかになった点をまとめると、以下
の点を指摘できる。
（1）東日本大震災被災者・避難者に対する沖縄
県の受け入れ態勢はきわめて迅速に進められ、避
難後の対応も懇篤なものであった。震災直後の情
報が乏しい状況で、県が率先して支援協力会議を
立ち上げ、県内諸団体の協力を得て、避難者の実
生活に即応した経済的・精神的支援をおこなって
きた。この点、本稿ではふれる遑がなかったが、
沖縄県同様に県外避難者の多い岡山県では地元住
民主体の支援団体が行政を巻き込んで支援体制を
拡大していったことと対照をなすものであり、遠
距離避難者支援のもうひとつのタイプといえよ
う。
（2）沖縄の避難者、とくに自主避難者の放射能
の影響に対する意識の高さは際立ったものであ
る。それは母子避難者が多いことにも表れてい
る。避難者の一人は、「他人の（放射能に対する）
認識が低すぎるのか、自分が敏感すぎるのか、そ
れを行ったり来たりしている」と語っていた。放
射能の影響に関する科学的・医学的根拠はいまだ
はっきりしていない。むしろ、その不明確さゆえ
に不安が増大しているのだといえる。
（3）一方で、彼ら沖縄の避難者の孤立状況も浮
き彫りになった。異なる気候・文化・社会関係の
もとでの避難生活に適応できず、また周囲からの
批判・バッシングなどで疲弊している避難者も多
数存在しており、またそれと連動して、いつ経済
的支援が打ち切られるかもしれないという不安が
増大するにつれて、避難のはずがさらなる消耗を
招くという状況が発生している。県も強調してい
るように、沖縄でも避難者への心のケア対策が今
後の支援の課題である。
沖縄には「寄留民」という言葉がある。地方に
移り住んで屋取集落を形成した首里や那覇の士族
層に対する呼称で、移住者、ヨソ者という意味が
ある。沖縄社会の排他性を表わす言葉でもある
が、今回の調査の過程で、沖縄に移住した東日本
大震災の避難者が、一部の人々の間では「寄留民」
と呼ばれていることがわかった。しかしそこには
かつてのような差別的なニュアンスはなく、むし
ろ彼らを歓迎する文脈で用いられる、ということ
であった。沖縄には「ゆいまーる」「いちゃりば
ちょーでー」「ちむぐくる」など、彼らの結びつ
きの強さを表す言葉が数多くあるが、沖縄の避難
者数の多さは、こうした沖縄社会固有の相互扶助
の伝統に裏打ちされている側面もあるのではない
か。その意味で、沖縄の震災避難者の生活を明ら
かにすることは沖縄社会のあり方、すなわち沖縄
社会の公共力の高さを問うこととも相即すると考
えられるのである。
追記
本稿は、2014年月24、25日におこなった調査
の成果に基づく。現地でのヒアリング、インタ
ビューに応じていただいた沖縄県庁、支援団体、
避難者の方々、また電話でのヒアリングに応じて
いただいた復興庁、福島県庁、宮城県庁の担当者
の方々には、ここに記して謝意を表する。また本
稿は、「東日本大震災と日本社会の再建――地震、
津波、原発震災の被害とその克服の道」
2012〜2015年度科学研究費補助金（基盤研究 A）
の研究成果の一部である。
註
⑴ 『琉球新報』記事「沖縄への避難890人に 県把握
分」（2011年	月日）、「福島から沖縄避難増加
東日本大震災ヶ月」（2011年11月11日）、「福島か
ら避難者584人 原発遠く、支援も早く」（2012年
Zero Carbon Society 研究センター紀要
【T：】Edianserver ／関西学院大学／ Zero Carbon Society2号／
南裕一郎  校
― 23 ―
Zero Carbon Society研究センター紀要2号.mcd  Page 26 14/04/01 09:13
月12日）
⑵ 福島県「福島県から県外への避難状況」（2014年
月調査）
（http: //wwwcms. pref. fukushima. jp/download/1/
01_26.2.13kengaihinansuii.pdf）
⑶ 本調査の概要は以下の通りである。
（1）沖縄県防災危機管理課にて、沖縄県内の避難者の
状況、支援の実態についてヒアリング（2014年
月25日、沖縄県庁）
（2）「沖縄避難者サポートネットワーク」にて、支援
内容や支援状況についてヒアリング（2014年月
24日、那覇市）
（3）「つなごう命〜沖縄と被災地をむすぶ会〜」にて、
支援内容や支援状況、避難者の沖縄での生活につ
いてヒアリング（2014年月25日、那覇市）
（4）沖縄への自主避難者名へのインタビュー（2014
年月25日、那覇市）
⑷ 2013年11月15日から11月27日にかけて、沖縄県内
の全避難者に対し郵送法により実施（回答数242世
帯、回答率47.6％）。
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